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（１）本会が保有する積立資産

保有する積立資産は以下の６種類があり、これらは国の通知により保有が認められているが、下表①から⑤の積立資産は使途

の範囲と限度額が定められている。

（２）事業運営資金積立金の確保

当該積立金は、不測の事態に備えるための積立金として保有が認められ、限度額は定められていない。ただし、財源の会計

（原資）ごとに保有することになっており、会計間の流用は認められていない。

このうち、国保業務特別会計については、手数料収入不足分の補てんに活用してきたことから減少傾向にある。一方で、国保

システムの高度化等に伴う機器更改や新たなシステム開発等による多額の支出に備えるため、一定財源を確保しておく必要がある。

積立資産保有額の見通し（令和３年度～令和７年度）
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３.積立資産の状況

区分 R２年度（年度末見込額） R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度

事業運営資金積立金 1,237 1,035 908 771 772 772

（内訳） 一般会計 6 6 6 6 6 6

国保業務特別会計 618 423 318 215 215 215

後期業務特別会計 57 57 35 0 0 0

介護業務特別会計 506 505 505 506 507 507

障害業務特別会計 7 7 7 7 7 7

特定業務特別会計 43 37 37 37 37 37

①財政調整基金積立資産 148 137 137 137 137 137

②減価償却引当資産 1,404 1,668 1,464 1,636 1,722 1,764

③ICT等積立資産 5 58 62 62 117 172

④退職給付引当資産 831 670 670 578 509 509

⑤電算処理システム導入作業経費積立資産 16 21 27 32 5 11

合計 3,641 3,589 3,268 3,216 3,262 3,365

※①～⑤の説明

①財政調整基金積立資産 事業運営上の不測の事態による収入減を補填し、財政の安定を図るための積立金（当該年度手数料（年額）の10％相当額）

②減価償却引当資産 将来の固定資産の更改に要する費用に充てるための積立金（耐用年数省令に基づき定額法により計算）

③ＩＣＴ等積立資産 ICTやAIを活用したコンピューターチェックの導入等による審査支払業務等の更なる高度化等の取組に充てるための積立金

（令和元年度設置） （当該年度手数料（年額）の30％相当額）

④退職給付引当資産 退職金の支払準備のための積立金（当該年度の翌年度以降５年以内に退職が見込まれる者の要支給額５分の１相当額）

⑤電算処理システム導入 次回の電算処理システムの更改の際に行う導入作業経費に充てるための積立金（前回経費実績を上限）

作業経費積立資産 （本会では情報集約システムの更改費用に限定）

（単位：百万円）
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５.職員数の現状

（１）職員数の現状

〇 40歳以上が過半数を占め、新規採用職員数を抑制してきたことにより、34歳以下の職員数（全体の約16％）が極端に少ない

状況にある。

〇 今後は、平均年齢の上昇とともに年齢構成及び性別に著しい偏りが生じ、将来的には組織の充実強化や安定的な経営の強化

の継続に不安を抱かせる状況になっている。

〇 また、保健事業を担う専門職の保健師が５年以内に定年退職を迎えるため、早急に後継者対策を講じる必要がある。

職員の男女別・職種別年齢構成（令和２年４月１日現在）

年齢区分
男性 女性 合計

構成比 構成比
一般職 医療職 一般職 医療職 一般職 医療職

55歳以上 13 0 10 1 23 1 13.19%
23.63%

50～54歳 17 0 2 0 19 0 10.44%

45～49歳 30 0 9 0 39 0 21.43%
39.56%

40～44歳 24 0 9 0 33 0 18.13%

35～39歳 13 0 24 0 37 0 20.33%
23.08%

30～34歳 0 0 5 0 5 0 2.75%

25～29歳 7 0 12 0 19 0 10.44%
13.73%

20～24歳 1 0 5 0 6 0 3.29%

18～19歳 0 0 0 0 0 0 ― ―

小計 105 0 76 1 181 1 ― ―

合計 105 77 182 100.00% 100.00%

（人）
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（３）主な取組

項目 取組内容

組織及び役職段階の見直し
新たな課題や多様化等する保険者ニーズに適切に対応できるように必要に応じて

所管部署の統廃合等を行う。また、意思決定の迅速化を図るため、役職段階を簡素
な職位に見直す検討を行う。

効果的な人事配置
人事評価制度における職員ヒアリング等を通じて、業務量等を的確に把握し、職

員の能力、意欲、適性等を踏まえたうえで、適材適所の人事配置と若手職員の積極
的な登用を行う。

横断的な組織運営の確立
パンデミックや情報セキュリティのリスクを認識し、事業を組織的かつ継続的に

維持するため、他部署からの応援体制など組織横断的に行う仕組みを確立する。

事務事業の見直し
スクラップ・アンド・ビルドの視点で、全ての事務・事業について絶えず見直し

を行う。また職員提案制度を活用した新サービスの潜在需要の掘り起こしなど、効
率的、効果的な組織運営を目指す。

新たな省力化技術等の活用
※「ロボティック・プロセス・オートメーション」

の略で、コンピューターで業務を自動化する技術

適正な職員数の確保を図るため、ＲＰＡ※などの新たなＩＣＴ技術を積極的に活
用し、定型業務等の自動化を図っていく。

人材育成の強化
※「オン・ザ・ジョブ・トレーニング」の略で、

上司や先輩が部下や後輩を指導する教育方法

世代別、職位別の研修やＯＪＴ※に関する内容の強化のほかに、ＩＣＴ等技術革新
業務を習得する機会を提供することにより、専門家集団としてスキルアップを図る。

女性職員の活躍の推進
※女性職員が能力を発揮できるよう管理職の指導等

により、次世代リーダーを育成する研修

多様な業務経験を積ませることやエンカレッジ研修※等を通じて幅広い知識の習
得機会を提供していく。併せて女性管理職の登用について女性活躍推進法に基づき
計画的に推進を図っていく。

専門的知識を有した技術職の活用
プログラミングの技術を有する職員と保健師について、関係部署への配置や診療

報酬等のデータ分析能力の向上等を図っていく。

キャリアアップ支援策の調査・研究 ライフプランの形成に向けたキャリアアップ支援策導入の検討を進める。

６.組織体制の充実・強化に向けた経営戦略






